
行政改革推進懇談会
市の行政改革の取組について外部有識者と市長が意見交換を行う「行政改革推進

懇談会」を令和 6年 12月 23日に開催しました。懇談会で出された意見を踏まえ、
今後さらなる行政改革を推進していきます。

行政改革推進懇談会の詳細はこちら▲

厳しい財政状況の中で、行政改革はデジタル化を中心に進めざるをえないと
強く感じます。職員、市民の皆さんに、しっかりと必要性を理解していただき、
コミュニケーションを取り、協力いただけるような形を作って進めていくことが、
重要だと改めて強く感じました。

・スマホ相談会は多世代が交流できる一つのツールになりうる。

・高校生がスマホ相談会で、スマホの使い方の相談に応じる経験を通して、地域課題に触れる
ことができたことは有意義であった。

・人材確保という観点で、職員が働きやすい環境を作ることも必要

・人件費や光熱費、物価が上がってる中で、市民サービスの低下につながらないよう社会情
勢と対比させた適切な経費の配分が必要

・マイナスをシェアしていかなくてはいけない時代。市民とのコミュニケーションが求められる。

外部有識者の意見（一部）

市長コメント

萩原 聡央 氏（座長）（名古屋経済大学 法学部教授）
浦田 真由 氏（名古屋大学 大学院情報学研究科准教授）
岡田 和明 氏（名古屋経済大学 地域連携センター長）
栗林 芳彦 氏（名古屋文理大学 情報メディア学部教授）
後藤 久貴 氏（公認会計士）
横山 幸司 氏（滋賀大学 経済学部教授 / 社会連携センター長）
山下 史守朗  （小牧市長）

懇談会の構成懇談会の構成
（7 人）（7 人）
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継続して行政改革に取り組んでいます

＜本市の行政改革の位置づけ＞

問合先　行政改革課（☎ 76‐1156）

★★

情報情報情報

※必要に応じて適切なデジタルツールも活用して、
従来の業務プロセスを変革し、新たな価値を創
出すること

市政戦略編市政戦略編

都市ヴィジョン都市ヴィジョン

分野別計画編分野別計画編

「協働・情報共有」　「行政サービス」
「行政運営」　　　　「財政運営」

行
政
改
革
の
方
向
性

自治体経営編自治体経営編

小牧市まちづくり推進計画
第 2次基本計画

自治体経営改革推進計画自治体経営改革推進計画

行政改革を推進するための
具体的な取組項目をまとめた
計画

計画の詳細はこちら▶

ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）※の取組推進

・変化し続ける社会経済情勢や自治体を取り巻く環境に対応するため
・急速に発展するデジタル技術を一層活用し、効率的に事務を進めるため
・限られた経営資源を有効に活用し、持続可能な行財政運営を推進していくため

なぜ行政改革 ?

DX の主な取組

結ネット（連絡網アプリ）の活用 スマホ教室・相談会

ＳＮＳの活用課題提案型実証事業の推進

動画による市政情報の発信

市や地域からのお知らせを即時に
確認することができる電子回覧板
や区の役員間の連絡ツールとして
活用しています。

地域課題や行政課題に対し、事業者から解
決アイデアを募集し、実証実験を経たうえ
で実装を目指す事業です。交通安全対策、
高齢者向けイベントの情報発信を実施しました。

定期的にスマホ教室を開催してい
ます。また、小牧高校の生徒が相
談に応じるスマホ相談会を開催し
ました。

LINE や Facebook、Ｘ（旧ツイッター）
などの SNSを活用し、伝えたい方
に伝わりやすい方法で市の情報を
発信しています。

スマホなどでも視聴しやすいショート動画を作成しています。

市はDXを推進することで、誰もがデジタル化の利便性を享受し、豊かさを実感できるまちを目指しています。
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小牧発祥の名古屋コーチンを食べよう！
問合先　小牧商工会議所（☎ 72‐1111）

　名古屋コーチンは、明治 38年 3月 10日に日本家禽協会から初の「国産実用鶏」として
認定されました。最近では、「小牧発祥」の認知度も高まっている名古屋コーチン。小牧商
工会議所ではこの地域資源を活用し、市や観光協会と協力して、観光振興や事業者振興
に取り組んでいます。 詳細はこちら▲

日時 3/8 ㈯ 10:00 ～ 16:00

　キッチンカー（5台）や、こまちんグッズ取扱店（7店）
がにぎわい広場に集結します！マルシェでは、名古屋コー
チンのヒヨコも見ることができます。

「こまちんマルシェ」inにぎわい広場 開催！「こまちんマルシェ」inにぎわい広場 開催！

　3月 10日の名古屋コーチンの日を記念して、市内のお店で飲食や商品の購入をされた方には、粗品
（数に限りあり）を進呈します。名古屋コーチンは、コクのある卵や弾力があり味わ
い深い肉質が特徴で、とても絶品です。また、贈答品としても美味しい地元の逸品
として喜ばれること間違いなしです。対象店舗は、ホームページをご確認ください。

期間 3/1 ㈯～ 10 ㈪

市内店舗で買おう！食べよう！市内店舗で買おう！食べよう！

本物のヒヨコに
会えるよ！

★★　情報　情報　情報

４月から市役所の組織が変わります

問合先　行政改革課（☎ 76‐1156）

新設

新設

●「学校教育 ICT推進室」を廃止する。
ICT推進係の業務を学校教育課 ICT教育推進係に移管するためポイント：

★★　情報　情報　情報

働き方改革や障がい者雇用の推進等の業務により、
人事係の業務量が過大になりつつあるため

ポイント：
●病院総務課に「給与厚生係」を新設する。

学校再編を進めるための組織体制構築が必要なためポイント：
●教育総務課に「学校再編推進係」を新設する。

学校現場において ICT は、整備から活用の段階となり、
学校現場と調整を図り事業を進めるため

ポイント：
●学校教育課に「ICT 教育推進係」を新設する。

廃止

教育委員会事務局教育委員会事務局

市民病院事務局市民病院事務局
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問合先　シティプロモーション課（☎76-1172）
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